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第１章 包括外部監査の概要 

 

１．外部監査の種類 

地方自治法第252条の27第２項並びに大田区外部監査契約に基づく監査に

関する条例第２条第１項の規定に基づく包括外部監査 

 

２．選定した特定の事件 

震災に対する予防、応急対策等防災事業に係る財務事務の執行について 

 

３．特定の事件を選定した理由 

東日本大震災は区民生活に直接的な影響を与えるとともに、被災地の惨状

が区民の震災への意識を大きく変える契機になった。大田区が２年毎に行っ

ている“大田区政に関する世論調査”によれば、平成 24 年度で“全体とし

ての「暮らしやすさ」”の中で“災害時の安全性”が最も満足度が低く、こ

れと結びつく形で区政へは“防災対策”が初めて最も高い要望項目になった。 

 

このような状況の中で、大田区は平成 23 年７月に設置した大田区総合防災

力強化検討委員会の答申も踏まえ、平成 25 年３月に大田区地域防災計画を

抜本的に見直した。 

 

防災対策は、災害の発生の時期が予測できないことから、災害発生前に

は事業の成果が表れにくく、また計画的に事業を推進することにも困難を伴

う。 

 

そこで、このような時点を捉えて、区の震災に対する予防・応急対策等防

災事業について、計画と実績の進捗状況管理、現状の課題、今後の在り方等

の観点から吟味、検討することは、意義深いと考え特定の事件として選定し

た。 

 

４．外部監査実施対象期間 

平成 24 年度を対象とするが、必要に応じて平成 25 年度及び過年度に及ぶ。 

 

５．外部監査の方法 

（１）監査の視点 
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１）防災事業に係る財務に関する事務の合規性 

２）防災事業に係る財務に関する事務の有効性、効率性、経済性 

 

（２）主な監査手続 

１）大田区の防災について資料を入手し分析する。 

２）大田区地域防災計画について関係部門よりヒアリングを行う。 

３）防災予算について関係部門よりヒアリングを行う。 

４）防災体制について関係部門よりヒアリングを行う。 

５）地域防災計画及び大田区基本構想に基づく諸防災計画と実際の業務の

整合性について関係部門よりヒアリングを行う。 

６）各部門の事務の執行が、関係法令等に準拠しているかについて、担当

者へ質問、関係書類の閲覧、分析、現物確認、現地調査を実施する。 

７）契約、協定の合規性、実施可能性について関係部門にヒアリングを実

施するとともに関連書類を検討する。 

８）防災課と他の所管部門の業務分掌、連携が妥当かどうかヒアリング等

により検討する。 

９）他区の状況調査、区委託先へのヒアリングを行う。 

 

６．外部監査の実施期間 

平成 25 年 12 月９日から平成 26 年３月 31 日 

 

７．利害関係 

包括外部監査の対象とした事件につき、地方自治法第 252 条の 29 の規定に

より記載すべき利害関係はない。 

 

８．包括外部監査人補助者 

 

公認会計士  鳥海  美穂 公認会計士  飯塚 賢一 

公認会計士  東海林 伸興  

 

９．略語 

特に限定を設けず“地域防災計画”と表記した場合は、原則として“大田

区地域防災計画［平成 24 年修正］”を指す。 
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第２章 防災に関する事務の執行について 

 

第１． 防災制度の概要 

１．本報告の対象 

（１）防災とは、災害を防止することであるが（広辞苑）、災害対策の一般法

である災害対策基本法では、次のとおり定義している。 

“災害を未然に防止し、災害が発生した場合における被害の拡大を防

ぎ、及び災害の復旧を図ること”（第２条第２号） 

 

従って災害対策基本法での“防災”に含まれている範囲は、通常使わ

れている用語の意味より広くなっており、以下の事業が含まれる。 

 災害予防（＝災害を未然に防止） 

 災害応急対策（＝災害が発生した場合の被害の拡大防止） 

 災害復旧（＝災害の復旧を図ること） 

 

（２）災害についても災害対策基本法では次のとおり定義している。 

“暴風、竜巻、豪雨、豪雪、洪水、崖崩れ、土石流、高潮、地震、津

波、噴火、地滑りその他の異常な自然現象又は大規模な火事若しくは爆

発その他その及ぼす被害の程度においてこれらに類する政令で定める

原因により生ずる被害をいう”（第２条第１号） 

 

従って、災害対策基本法においては、“災害”には地震や台風等を原

因とする自然災害と大火事爆発等を原因とする人為的災害の双方が含

まれている。 

 

（３）本報告書の検討対象 

本報告書の検討対象は次のとおりである。 

 

対象とする災害 ⇒ 地震及び津波（併せて震災）に起因する被害を 

中心とする。 

対象とする事業 ⇒ 災害予防及び災害応急対策を中心とする。 

 

なお、災害応急対策は、災害発生直後に行われる事業であり、現時点

で実施されるものではないが、突然の発災時に如何に有効な事業が実施

できるかは、現在での事前準備にかかっている。そこで今回の検討対象
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は、正確には、災害予防及び災害応急対策の事前準備事業を中心とする。 

災害対策基本法の”防災”の範囲と本報告の主な対象 
 

 区 分 災害予防 災害応急対策 災害復旧 

災

害 

自然災害 

震災 

(地震、津波) 
○ ○   

震災以外(暴

風、豪雨、豪雪、

洪水等)  

      

人為的災害 大火事等       

 
○：本報告の主な対象 

   
 

検討対象を上記に絞った理由は次のとおりである。 

１）後記のとおり、区民の防災に対する関心は非常に高まっているが、

これは平成23年３月11日に発生した東日本大震災が契機となってお

り、地震・津波対策が主な関心の対象になっていること。 

２）これに対応し、大田区が作成する“地域防災計画”においても大部

分が震災対策に充てられていること。 

 

２．防災法制のあらまし 

災害対策基本法を中心に、災害対策に関連する法律は多数あり、これ

らが相まって日本の防災法制が形成されている。 

 

震災対策を主な対象とする法律は次のとおりである。 

① 災害対策の基本的な枠組みに関する法律 

 災害対策基本法 

 大規模地震対策特別措置法 

 東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法 

 日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に

関する特別措置法 

 

② 災害予防関連の法律 

 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律 

 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する

法律 

 地震防災対策特別措置法 

 建築物の耐震改修の促進に関する法律 
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 密集市街地における被災街区の整備の促進に関する法律 

 

③ 災害応急関連の法律 

 災害救助法 

 消防法 

 

④ 災害復旧・復興に関連する法律 

 激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律 

 被災者生活再建支援法 

 大規模災害からの復興に関する法律 

 

３．災害対策基本法の概要 

（１）制定の背景及び趣旨 

災害対策基本法は、昭和 34 年の伊勢湾台風を契機として昭和 36 年

に制定された、我が国の災害対策関係法の一般法である。 

 

この法律の制定以前は、災害の都度、関連法律が制定され、他法律と

の整合性について充分考慮されないままに作用していたため、防災行政

は充分な効果をあげることができなかった。災害対策基本法は、このよ

うな防災体制の不備を改め、災害対策全体を体系化し、総合的かつ計画

的な防災行政の整備及び推進を図ることを目的として制定された。阪

神・淡路大震災後の平成７年には、その教訓を踏まえ、２度にわたり災

害対策の強化を図るための改正が行われている。 

 

この法律は、国土並びに国民の生命、身体及び財産を災害から保護し、

もって社会の秩序の維持と公共の福祉の確保に資するべく、様々な規定

を置いている。 

 

（２）法の概要 

１）防災に関する責務の明確化 

国、都道府県、市区町村、指定公共機関及び指定地方公共機関には、

各々、防災に関する計画を作成し、それを実施するとともに、相互に協

力する等の責務があり、住民等についても、自発的な防災活動参加等の

責務が規定されている。 

 

２）総合的防災行政の整備 
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防災活動の組織化、計画化を図るための総合調整機関として、国、都

道府県、市区町村それぞれに中央防災会議、都道府県防災会議、市区町

村防災会議を設置することとされている。 

災害発生又はそのおそれがある場合には、総合的かつ有効に災害応急

対策等を実施するため、都道府県又は市区町村に災害対策本部を設置す

ることとされている。非常災害発生の際には、国においても、非常（緊

急）災害対策本部を設置し、的確かつ迅速な災害応急対策の実施のため

の総合調整等を行う。 

 

３）計画的防災行政の整備 

中央防災会議は、防災基本計画を作成し、防災に関する総合的かつ長

期的な計画を定めるとともに、指定公共機関等が作成する防災業務計画

及び都道府県・市区町村防災会議等が作成する地域防災計画において重

点をおくべき事項等を明らかにしている。 

 

４）災害対策の推進 

災害対策を災害予防、災害応急対策及び災害復旧という段階に分け、

それぞれの段階毎に、各実施責任主体の果たすべき役割や権限が規定さ

れている。具体的には、防災訓練義務、市区町村長の警戒区域設定権、

応急公用負担、災害時における交通の規制等についての規定が設けられ

ている。 

 

５）激甚災害に対処する財政援助等 

災害予防及び災害応急対策に関する費用の負担等については、原則と

して、実施責任者が負担するものとしながらも、特に激甚な災害につい

ては、地方公共団体に対する国の特別の財政援助、被災者に対する助成

等を行うこととされている。これを受け、激甚災害に対処するための特

別の財政援助等に関する法律（昭和 37 年法律第 150 号）が制定された。 

 

６）災害緊急事態に対する措置 

国の経済及び社会の秩序の維持に重大な影響を及ぼす異常かつ激甚

な災害が発生した場合には、内閣総理大臣は災害緊急事態の布告を発す

ることができるものとされ、国会が閉会中等であっても、国の経済の秩

序を維持し、公共の福祉を確保する緊急の必要がある場合には、内閣は

金銭債務の支払いの延期等について政令をもって必要な措置をとるこ

とができるものとされている。（以上内閣府ホームページをもとに作成） 
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（３）最近の改正 

東日本大震災を踏まえ、平成 24 年６月と平成 25 年６月に災害対策基

本法の改正が行われた。 

大田区に関連する主な改正点は次のとおりである。 

 

１）市区町村長は、学校等の一定期間滞在するための避難所と区別して、

安全性等の一定の基準を満たす施設又は場所を、緊急時の避難場所

としてあらかじめ指定すること。 

 

２）市区町村長は、高齢者、障がい者等の災害時の避難に特に配慮を要

する者について名簿を作成し、本人からの同意を得て消防、民生委

員等の関係者にあらかじめ情報提供するものとするほか、名簿の作

成に際し必要な個人情報を利用できることとすること。 

 

３）市区町村長は、防災マップの作成等に努めること。 

 

４）市区町村長は、緊急時の避難場所と区別して、被災者が一定期間滞

在する避難所について、その生活環境等を確保するための一定の基

準を満たす施設を、あらかじめ指定すること。 

 

５）災害による被害の程度等に応じた適切な支援の実施を図るため、市

区町村長が罹災証明書を遅滞なく交付しなければならないこととす

ること。 

 

６）市区町村長は、被災者に対する支援状況等の情報を一元的に集約し

た被災者台帳を作成することができるものとするほか、台帳の作成

に際し必要な個人情報を利用できることとすること。 

 

７）地域防災計画に多様な意見を反映できるよう、地方防災会議の委員

として、自主防災組織を構成する者又は学識経験のある者を追加。 
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（内閣府ホームページより） 
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第２． 大田区の現状 

 

１．区民の防災に関する意識 

 

要旨 

“災害時の安全性”が生活環境の中で、最も満足度が低い。 

区政への要望では、「防災対策」が最も高い項目になっている。 

 

 

大田区では、２年毎に区民を対象に“大田区政に関する世論調査”を

実施している。 

最近実施された平成 24 年度の世論調査結果報告から、区民の防災に

対する意識を示すと次のとおりである。 

 

（１）生活環境の満足度 

“暮らしやすさ”についての満足度についての調査結果は次表のとお

りである。“災害時の安全性”については、全体の 17.9％が“不満”、31.2％

が“少し不満”で“不満”“少し不満”の割合が調査対象の全項目の中

で最も高くなっている。この結果、生活環境評価の総合的な評価点は、

全項目中で最低になっている。 
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（２）区政への要望 

大田区の施策の中で、特に何に力を入れてほしい項目は、次表のとお

りである。 

全体でみると、「防災対策」が 50.0％と最も割合が高くなっている。 

 

また施策要望を、過去の調査結果と比較すると次々表のとおりである。 

平成 16 年調査で５位から２位へ、また平成 24 年調査で２位から１位

へと順位を上げている。 
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  13 

（３）防災対策 

今後、東京に大地震が発生した場合、特に不安だと思われる項目は次

表のとおりである。 

特に生命の危険が感じられる“火災の発生”・“建物の倒壊“が上位を

占め、インフラ関係、情報連絡関係、備蓄品等が続いている。 

 

さらに地域庁舎管内別の調査は次々表のとおりである。 

火災の発生は大森地域庁舎管内で不安が高く、建物の倒壊、浸水・津波、

地盤の液状化は糀谷・羽田地域庁舎管内で不安が高くなっており、自然

的社会的条件が反映していると考えられる。 
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２．震災の被害想定 

（１）首都直下地震等による東京の被害想定 

 

要旨 

死者数、全壊棟数とも 23 区で最大であり、人口当たりや建築棟数当たりの 

被害割合も危険度の高い位置にいる。 

災害時要援護者の死亡者が過半数を占め、災害時要援護者への対策が、耐震、 

耐火等のハード面の対策と共に重要である。 

前回の想定に比べ、今回の大田区の被害想定は、他区に比較して厳しいもの 

になっている。 

 

東京都は、東日本大震災の経験を踏まえ、首都直下地震など東京を襲

う大規模地震に対して、平成 18 年５月に公表した「首都直下地震によ

る東京の被害想定」を見直し、平成 24 年４月「首都直下地震等による

東京の被害想定」を発表した。 

その概要は次表のとおりである。 

 

今回の被害想定は、大田区地域防災計画［平成 24 年修正］の前提条

件になっている。そして被害想定が行われている以下４モデル「東京湾

北部地震」「元禄型関東地震」、「多摩直下地震」、「立川断層帯地震」の

うち、短期的に発生確率が高く、被害の大きい「東京湾北部地震」への

対応を地域防災計画の前提としている。 

 

なお、区内の被害想定の特徴は次のとおりである。（地域防災計画よ

り） 

 

 地震動 

最新の科学的知見により、前回被害想定時の分析に比して、想定震源

域が浅くなることが明らかとなったため、揺れの大きさを表す震度階級

が大きくなり、想定される被害のそれぞれの数値も軒並み増加傾向にあ

る。 

区内の大部分で震度６強が想定され、一部地域では、最大震度の震度

７が想定される。 

 

 揺れ及び液状化 

想定震度が大きくなったことに伴い、揺れ及び液状化の被害は深刻化
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し、建物被害が増加している。 

さらに、建物被害の増加に比例して、人的被害も拡大しており、死者

数全体の約４割、けが人全体の約７割に上ると想定される。 

 

 火災 

23 区の区部西部から南西部の環七、環八間を中心とする地域は、木

造建築物が広範囲にわたって密集しており、火災延焼被害を受けやすい

地域特性にあり、これらの地域を中心に火災延焼の被害が想定されてい

る。 

大田区内の火災被害件数は前回想定から減少しているものの、依然と

して高い数値であり、火災に伴う死者数は、死者数全体の約６割に上る

と見られる。 

 

 首都直下地震等の大田区の前提条件 

○ 震源 東京湾北部 

○ 規模 Ｍ7.3 

○ 震源の深さ 約 25km 

○ 気象条件  季節・時刻冬の夕方 18 時  風速８m/s 
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（「 首都直下地震等による東京の被害想定」より）



 

  18 

（２）発生地震前提条件での代表的な人的物的被害の状況 

前提条件の下、各種の被害発生の状況が想定されているが、代表的な

被害を基に大田区の 23 区における相対的な危険度を示すと次のとおり

である。 

 

１）人的被害 

① 死者数 

都内 23 区の死者数の多い順に纏めると表Ⅰのとおりで、大田区が最

大である。また、人口当たりの死者数は表Ⅱのとおり第５位であるが、

23 区平均より相当高い水準にある。 

（＊）人口当たり死者数は、次の式で算出している。 

死者数／（昼間人口＋夜間人口）÷２ 

 

表Ⅰ 表Ⅱ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 死亡原因 

大田区は、死亡原因の 60％が火災によるもので、揺れなどによる建物

被害が 40％弱であるが、23区合計では逆に建物被害が 56％、火災が 42％

となっている。 

 

  

順位 区名 人口当たり死者数 

1 墨田 0.26% 

2 荒川 0.22% 

3 台東 0.20% 

4 品川 0.18% 

5 大田 0.16% 

6 葛飾 0.13% 

7 目黒 0.12% 

8 足立 0.12% 

9 杉並 0.11% 

10 江戸川 0.10% 

区部平均 0.09% 

順位 区名 死者数 

1 大田 1,073 

2 品川 779 

3 足立 712 

4 墨田 665 

5 世田谷 655 

6 江戸川 600 

7 杉並 556 

8 葛飾 500 

9 台東 482 

10 江東 449 

２３区合計 9,335 
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③ 災害時要援護者の死亡者 

高齢者や障がい者等災害時要援護者の死亡数は 604 人に上り、全体の

56％を占める。23 区合計でも 51％であり、災害時要援護者対策が死亡

者数を減らす大きな対策となる。 

      

 

 

２）物的被害 

① 全壊棟数 

都内 23 区の全壊棟数の多い順に纏めると表Ⅰのとおりで、大田区が

最大である。また、全建築棟数に対する全壊棟数の割合は表Ⅱのとおり

第４位であり、28.4％にのぼる。 

 

災害時

要援護

者 

56% 

その他 

44% 

 大田区 

ゆれ･液状

化建物被

害 

39% 
火災 

60% 

その他 

1% 大田区 

ゆれ･液状

化建物被害 

56% 

火災 

42% 

その他 

2% ２３区合計 
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表Ⅰ                 表Ⅱ 

               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            

（＊）全壊棟数/建物棟数 

 

② 全壊原因 

大田区は、全壊原因の 73％が地震火災によるもので、ゆれによるもの

は 26％であり、23 区合計でもゆれが 37％に対し地震火災が 62％となっ

ている。 

 

 

 

  

順位 区名 全壊割合（＊） 

1 品川 33.3% 

2 墨田 30.5% 

3 荒川 30.4% 

4 大田 28.4% 

5 江東 21.2% 

6 杉並 21.1% 

7 目黒 20.7% 

8 台東 20.1% 

9 江戸川 18.6% 

10 足立 17.5% 

２３区合計 16.1% 

順位 区名 全壊棟数 

1 大田 40,900 

2 世田谷 27,801 

3 杉並 26,031 

4 品川 25,376 

5 足立 25,089 

6 江戸川 22,654 

7 葛飾 17,808 

8 墨田 17,657 

9 目黒 13,333 

10 荒川 11,709 

２３区合計 294,087 

ゆれ 

26% 

地震火災 

73% 

その他 

1% 大田区 

ゆれ 

37% 

地震火災 

62% 

その他 

1% ２３区合計 
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（３）前回被害想定との比較 

平成 18 年５月に公表した「首都直下地震による東京の被害想定」と

今回の被害想定を比較すると次のとおりである。 

なお、前回の被害想定は東京湾北部地震で規模（Ｍ7.3）・冬の 18 時

発生との条件は今回と同一であるが、風速 15m/s と今回（８m/s）より

より厳しい条件を想定していた。 

 

１）死者数 

  平成 18 年被害想定 今回被害想定 増加率 

大田区 538 1,073 ＋99% 

23 区計 5,738 9,335 ＋63% 

大田区割合 9.4% 11.5% － 

６年前の想定に比べ、死者数は約２倍と急激に増加している。また、

大田区の 23 区死者数に占める割合も 9.4％から 11.5％へと増加してい

る。 

 

２）全壊棟数 

  平成 18 年被害想定 今回被害想定 増加率 

大田区 40,675 40,900 ＋1% 

23 区計 442,391 294,087 -34% 

大田区割合 9.2% 13.9% － 

6 年前の想定に比べ、全壊棟数はほぼ横這いであるが、23 区計は   

約２/３に減少している。この結果、大田区の 23 区全壊棟数に占める割

合も 9.2％から 13.9％へと急激に増加している。 

 

（４）まとめ 

以上の首都直下地震等による東京の被害想定から大田区の被害状況

は次のとおりと言える。 

 

 死者数、全壊棟数とも 23 区で最大であり、人口当たりや建築棟数当

たりの被害割合も危険度の高い位置にいる。 

 地震火災による影響が、他区に比べ深刻である。 

 災害時要援護者の死亡者が過半数を占め、災害時要援護者への対策

が、耐震、耐火等のハード面の対策と共に重要である。 

 18 年の想定にくらべ、今回の被害想定は他区に比較し厳しいものに

なっている。これは、地震の想定や地震による被害の発生に関する
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新しい科学的知見による影響と建物の耐震化の進展等、防災対策の

進捗による影響の双方の複合的な結果と考えられる。 
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３．地震に関する地域危険度測定調査 

 

要旨 

大田区は地域危険度の高い地域の割合が高くなっている。 

主な原因は、沖積低地が地盤の地域が多く、また建物について木造密集地域

が多いことである。 

ここ 20 年で、都内全域の調査対象の中で危険度の高い地域の割合が高い状態

が続いており、大きな変化は見られない。 

 

（１）東京都では、東京都震災対策条例（当初は震災予防条例）に基づき、昭

和 50 年 11 月に第１回の地域危険度を公表し、その後、市街地の変化を

表わす建物などの最新データや新たな知見を取入れ、概ね５年ごとに調査

を行っている。 

最新データは平成 25 年９月公表の第７回調査である。 

 

調査の目的は次のとおりである。 

 地震に強い都市づくりの指標とする。 

 震災対策事業を実施する地域を選択する際に活用する。 

 地震災害に対する都民の認識を深め、防災意識の高揚に役立てる。 

 

本調査では、以下の危険性を町丁目ごとに測定している。 

 建物倒壊危険度（建物倒壊の危険性） 

 火災危険度（火災の発生による延焼の危険性） 

 総合危険度（上記２要素を総合した危険性） 

 「災害時活動困難度」を考慮した危険度（今回より表示） 

     （災害時の避難や消火・救助等の活動のしやすさ（困難さ）

を考慮した危険性） 

 

地域危険度は、都内の市街化区域の 5,133 町丁目について各々の危険

性の度合いを５つのランクに分けて、以下のように相対的に評価してい

る。 

  
危険度 

小←            →大                            

ランク 1 2 3 4 5 

存在比率 45.15% 31.83% 15.83% 5.55% 1.64% 

町丁目数 2318 1634 813 284 84 
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地域危険度測定調査のフロー 

 

 

（「地震に関する地域危険度測定調査報告書（第 7回）」より） 
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（２）第７回地域危険度一覧表（大田区、町丁別） 
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（３）第７回調査結果のまとめ 

１）建物倒壊危険度 

ランク 1 2 3 4 5 計 

大田区内 

対象 

町丁目数 39 68 81 24 3 215 

存在比率 18.14% 31.63% 37.67% 11.16% 1.40% 100% 

都内平均存在比率 45.15% 31.83% 15.83% 5.55% 1.64% 100% 

 

大田区の場合、本調査の対象である都内の平均存在比率に比べ、危険

度の低い“１”の割合が低く、“３”“４”の割合が高くなっている。 

これは、大田区の地盤のうち、ゆれが増幅されやすい沖積低地の占め

る割合が比較的高く、これらの地域の殆どがランク３～５に評価されて

いることが主な原因と考えられる。 

 

２）火災危険度 

ランク 1 2 3 4 5 計 

大田区内 

対象 

町丁目数 51 72 61 25 6 215 

存在比率 23.72% 33.49% 28.37% 11.63% 2.79% 100% 

都内平均存在比率 45.15% 31.83% 15.83% 5.55% 1.64% 100% 

 

大田区の場合、建物倒壊危険度と同様危険度の低い“１”の割合が低

く、逆に“４”“５”の割合が高くなっている。 

これは、大田区内に、木造建物が密集している地域が比較的多いこと

が主な原因と考えられる。 

 

３）総合危険度 

ランク 1 2 3 4 5 計 

大田区内

対象 

町丁目数 42 73 61 35 4 215 

存在比率 19.53% 33.95% 28.37% 16.28% 1.86% 100% 

都内平均存在比率 45.15% 31.83% 15.83% 5.55% 1.64% 100% 

 

上記１）２）を総合した危険度であり、同様な傾向を示しているが、

特に“４”は標準存在比率のほぼ３倍であり、比較的危険度の高い地域

が相当存在することが判る。 
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大田区町丁の地域危険度分布状態 

 
 

 

４）災害時活動困難度を考慮した総合危険度 

ランク 1 2 3 4 5 計 

大田区内

対象 

町丁目数 49 68 59 33 6 215 

存在比率 22.79% 31.63% 27.44% 15.35% 2.79% 100% 

都内平均存在比率 45.15% 31.83% 15.83% 5.55% 1.64% 100% 

 

「災害時活動困難度」は、地域の道路網の稠密さや幅員が広い道路の

多さなど、道路基盤の整備状況から評価した指標である。３）の総合危

険度に災害時活動困難度を加味した数値であるが、結果は３）と大きな

差異はない。 
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（地域危険度ランク 4以上の地域） 
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（４）過去からの調査結果の傾向 

本調査は今回で第７回目を迎え、毎回測定方法の見直しがおこなわれ

ているが、基礎データ等の類似性が高い第３回目以降の調査結果をまと

めると次のとおりとなる。 

調査 公表年次 

第３回 平成５年１月 

第４回 平成 10 年３月 

第５回 平成 14 年 12 月 

第６回 平成 20 年２月 

第７回 平成 25 年９月 

 

１）危険度が低いランクの割合（総合危険度で評価（注）、以下同じ） 

危険度の低いランク“１”“２”の合計割合の推移は次表のとおりで

ある。 

 

各回とも標準の割合より相当低い水準にあるが、第６回に比べ第７回

は危険度の低い地域割合が減少している。 

(注)第 3 回は総合危険度を“物的損害の度合い”“人の損傷の度合い”に分けて評価しており、

本表では後者を採用している。 

 

２）危険度が高いランクの割合 

危険度の高いランク“４”“５”の合計割合の推移は次表のとおりで

ある。 

  

59.09% 
52.56% 

47.91% 

60.00% 
53.49% 

76.98% 76.98% 76.98% 76.98% 76.98% 

第3回 第4回 第5回 第6回 第7回 

 危険度の低い地域割合 

大田区 標準 
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各回とも標準の割合より相当高い水準にあるが、第６回に比べ第７回

は危険度の高い地域割合が増加している。 

 

（５）まとめ 

本調査では、特定の地震を想定するのではなく、全ての地域において、

地震の強さなどを同じ条件で設定し危険性を測定している。 

 

危険性を判断する主な要因は、地盤と建物の分類である。 

 

・大田区は地震のゆれを増幅しやすい沖積低地地盤の地域が多く、これ

が危険度の高い地域の割合が高くなっている主な原因である。 

 

・建物については、木造密集地域が多いことが危険度を高くしている要

因と考えられる。 

 

・地盤の改善は望めない以上、建物の不燃化・耐震化等の対策が重要に

なるが、ここ 20 年で、都内全域の調査対象の中で危険度の高い地域の

割合が高い状態が続いており、大きな変化は見られない。 

 

・今回新たに測定された“災害時活動困難度を考慮した総合危険度”は

主に防災に対する道路整備の貢献度を示すものと考えられるが、地盤・

建物で測定される危険度に対し、特にプラスの影響を及ぼしているとは、

判断されない。 

9.55% 

18.14% 
16.28% 

12.09% 

18.14% 

7.19% 7.19% 7.19% 7.19% 7.19% 

第3回 第4回 第5回 第6回 第7回 

危険度の高い地域割合 

大田区 標準 
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第３． 防災体制 

 

要旨 

防災・危機管理担当部門の職員数は、職員総数における比率、人口比率では

平均的であるが、想定される被害の規模から判断すると不足している。 

 

多数の部局が関係する防災対策は、検討に時間を要している。よりスピード

アップする必要がある。 

 

防災対策を担当する常設の組織としては、大田区防災会議条例に基づく大田

区防災会議と、大田区組織条例及び大田区組織規則によって防災を分掌業務と

する部局がある。 

 

１. 会議等 

大田区防災会議については、後記“大田区地域防災計画”の項に記載する。

区役所として単独で防災対策を決定する定期的な会議等はなく、必要に応じ

て、関係部を集めた打合せを設定しているほか、災害対策本部の本部員を集

めた会議を実施した例（大田区総合防災対策の実施方針と基本計画を審議）

がある。 

 

２. 防災担当部門 

大田区組織条例及び大田区組織規則から、防災を担当する主な部門を纏め

ると次表のとおりとなる。 

 

防災・危機管理担当部長は、平成 17 年４月１日の組織改正で新設された。

防災・危機管理担当部長の主な任務は、防災を含めた危機管理の統括及び総

合調整、危機情報の一元管理、国民保護統制、区全体の研修と訓練の進行管

理、他の部局に属さない危機への対応（所管部局が決定されるまで）等であ

る。 

また、緊急時において、複数の部局が対応する危機が発生した時または本

部を設置した時、担当部長は「危機管理監」の職務を行う。 

 

各部局・保健所及び教育委員会では、経営計画事務を担当する係長が“危

機管理に関すること。”を分掌業務としている。これは、各部局の庶務担当

課長を危機管理責任者としていることから、当該係長を危機管理責任者の補

佐、防災課または担当課長との連絡調整を任務としたことによる。 
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組織条例等からは次表のとおりであるが、各部局はそれぞれ所管する事

業・施設の危機管理を担当している。従って、例えば災害時要援護者のため

の福祉避難所の企画や運営は、福祉部高齢福祉課や障害福祉課が高齢者福祉

や障がい者施設を所管している関係で、担当課となっている。 

 

なお、大田区事案決定手続規程では、事案について意見の調整を図る協議

の仕組みが定められている。こうした関係課における協議を通じて、区とし

ての業務遂行のバランスを確保することとなっている。
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分掌業務 

区有施設のアスベスト、建築防災及び耐震診断等安全対策に関すること。 

(１) 危機管理に関すること。 

(２) 地域防災計画に関すること。 

(３) 防災意識の普及及び啓発に関すること。 

(４) 防災行政無線通信に関すること。 

(５) 消防団に関すること。 

(６) 備蓄等に関すること。 

(７) 水防、除雪等の計画に関すること。 

(８) 防災機材センターに関すること。 

(９) 防災情報基盤の整備に関すること。 

(10) 国民の保護に関すること 

(11) 地域防犯対策に関すること。 

(12) 課の庶務に関すること。 

(13) その他特命に関すること。 

(１) 防災まちづくりの計画調整に関すること。 

(２) 建築物の不燃化に関すること。 

(３) 木造密集市街地の整備事業に関すること。 

(４) 沿道地区計画に関すること。 

(５) 耐震改修促進に関すること。 

(６) 耐震診断及び耐震改修に係る助成に関すること。 

(７) 崖、擁壁等の整備に係る助成に関すること。 

狭あい道路拡幅整備の協議及び促進に関すること。 

建築物の耐震改修の促進に関する法律に基づく計画の認定等に関すること。 

建築防災週間に関すること 

防災、水防及び除雪に関すること。 
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３. 防災・危機管理担当部門、防災まちづくり担当の職員数 

区の防災業務の中心を担う防災・危機管理担当部門、防災まちづくり担当

の最近の職員数の推移は次表のとおりである。 

 

（防災・危機管理担当部門） 

年度 

職員数 

総数（Ａ） 
Ａの内、 

管理職員数 

Ａの内、 

再任用職員数 

Ａの内、 

警視庁・消防

庁からの派遣

職員数（Ｂ） 

Ｂの内、 

管理職員数 

平成 19 年 19 2 0 2 0 

平成 20 年 20 2 0 2 0 

平成 21 年 20 2 0 2 0 

平成 22 年 21 2 0 3 1 

平成 23 年 21 2 0 3 1 

平成 24 年 26 3 0 4 2 

平成 25 年 27 4 0 4 2 

上記期間中には、区民生活部に所属した時期や、生活安全・危機管理担当

部門が設置される等機構改革が行われているが、職員数は大幅な増加を示し

ている。 

なお、警視庁の派遣職員は、地域防犯対策等生活安全を主に担当し、消防

庁からの派遣職員は防災全般の専門知識で貢献している。 

 

（防災まちづくり担当課長＋防災まちづくり担当） 

（再任用を含み、再雇用を除く） 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災まちづくり担当部門も、上記のとおり大幅な増員となっている。 

 

年度 人数 

平成 19 年 10 

平成 20 年 10 

平成 21 年 13 

平成 22 年 14 

平成 23 年 17 

平成 24 年 17 

平成 25 年 17 
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４．防災・危機管理担当部門職員数の他区比較 

人口 50 万人以上の大型の区と、防災・危機管理担当部門の職員数を比較

すると次表のとおりである。 

25 年 4 月 1 日現在 

  大田区 Ａ区 Ｂ区 Ｃ区 Ｄ区 Ｅ区 Ｆ区 

総数 27 19 32 20 22 25 27 

（うち管理職員数） 4 3 3 2 5 4 4 

（うち再任用職員数） 0 0 0 2 0 2 2 

（うち警視庁・消防庁派遣職員） 4 2 1 0 4 2 1 

  （うち管理職員数） 2 1 0 0 2 1 0 

・調査対象職員数 

給与条例の適用を受ける一般職に属する職員、但し、次の掲げる職員を除く。 

①臨時職員②任期付職員③休職者、結核休養者、組合専従者、育児休業中の職員、育児短時間勤

務中の職員、大学院修学休業中の職員、公務・通勤災害休業中の職員、海外派遣中の職員④区か

ら給与を支給されていない他団体等（特別区の一部事務組合を含む）への派遣職員⑤指導主事（区

費） 

 

これを、全職員数に占める割合を示すと次表のとおりとなる。 

  大田区 Ａ区 Ｂ区 Ｃ区 Ｄ区 Ｅ区 Ｆ区 平均 

一般職員合計に 

対する割合 
0.64% 0.39% 0.74% 0.57% 0.65% 0.76% 0.79% 0.65% 

全７区で、最小の区と最大の区で約２倍の開きがあるが、大田区はほぼ平均

値となっている。 

 

また、区人口千人当たりの防災・危機管理担当部門の職員数は次のとおり

である。 

 （人） 大田区 Ａ区 Ｂ区 Ｃ区 Ｄ区 Ｅ区 Ｆ区 平均 

人口千人当たり 

職員数 
0.040 0.024 0.051 0.033 0.036 0.051 0.054 0.041 

区人口当たりの職員数でも、大田区はほぼ平均並みの数値となっている。 
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一方、震災による想定される被害の大きさと防災・危機管理担当部門

の職員数を比較すると、次のとおりである。 

（大田区） 

死者数（平成 18 年想定） ａ 538 

死者数（平成 24 年想定） ｂ 1,073 

防災・危機管理担当部門の職員数 ｃ 27 

d=ｃ／ａ 0.05  

e=ｃ／ｂ 0.03  

 

同様な比率を上記各区と比較すると、以下のとおりとなる。 

  大田区 Ａ区 Ｂ区 Ｃ区 Ｄ区 Ｅ区 Ｆ区 平均 

d 0.05 0.05 0.21 0.04 0.05 0.07 0.37 0.12 

e 0.03 0.03 0.22 0.03 0.03 0.04 0.33 0.10 

 

この指標によれば、大田区は想定される被害の大きさに対し、他区に

比べ相当少ない職員数で対応していることになる。 

 

５．意見 

ここがポイント  

防災部門の職員数は、被災時の損害規模も考慮して配置すべきである。 

所管部署 計画財政部 計画財政課 

結果・意見 

【意見１】 

大田区は、他区と比較して防災・危機管理担当部門に一般職員数

対比、人口対比では平均的な職員数を配置しているが、震災で想定

される被害の大きさとの対比では、他の区との対比では、充分では

ないと判断される。 

 

震災による被害を減少させることを任務としているのは、防災・

危機管理担当部門のみではなく、広く各部門にわたっているが、中

核となる部門の人数が、想定される被害の深刻さを考慮すると不足

していると判断する。 

 

本調査は、他の区と比較しやすい防災・危機管理部門について行

ったが、他区との組織比較が防災・危機管理部門に比べ難しいまち

づくり担当部門でも同様な調査を行い、適正な要員数を算定する参

考にされたい。 
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ここがポイント  

多数の部局が協力しなければならない対策は、検討に時間を要している。 

防災・危機管理担当部門等、推進に責任を持つ部局を明確化すべきである。 

所管部署 地域振興部 防災課 

結果・意見 

【意見２】 

多数の部局の協力が必要な事業は、実施に向かっての検討が進み

にくい。 

 

こうした業務は、各部局や都・消防等が実現に向け、協力するこ

とが必要であるが、部局等の考えが異なり、まとまりにくいことが

原因と考えられる。 

 

従って、先ず推進する責任部門を決め、完了時点までのスケジュ

ール管理を明確にすることが必要である。その上で、担当レベルで

は、合意しにくいテーマについては、より上位の関係者が協議する

場が必要と判断する。 

そのような場を定期的にもち、スケジュールの進捗管理も任務と

することが重要である。 
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第４．防災予算 

 

要旨 

防災事業を有効に実施していくためには、より正確な予算管理が必要である。 

 

 

１. 平成 24 年度の防災予算 

大田区総合防災力プログラムによれば、平成 24 年度の防災対策事業額は

次のとおりである。 

 

平成 24 年度 防災対策事業額 
 

（千円） 

平成 24 年度当初予算 

新規計上額 1,115,703 

継続対応額 1,811,496 

総額 2,927,199 

平成 24 年度第１次補正予算 308,456 

合計 3,235,655 

その詳細は、「大田区総合防災力プログラム」p99 に記載。 

 

２. 意見 

 

ここがポイント  

防災対策事業に投入する金額を、より正確に把握する必要がある。 

所管部署 計画財政部 計画財政課 

結果・意見 

【意見３】  

区の予算で防災対策に費消する金額（以下「防災対策費」）は他

の予算との関係で、限度がある。限られた財源で減災の効果を最大

限発揮させるには、自助、共助、公助の役割を明確に区民に示し、

公助の限界を区民が認識するとともに、自助、共助への意識を高め

ることが重要と考える。 

 

その為には、現在防災対策費に、いくら投入しているか、より正

確に把握する必要がある。 

上記に記載された防災対策事業額を防災対策費として認識する

ためには、更に以下の点を検討する必要があると考える。 

 

（１）上記に記載されているのは事業額であり、防災業務に従事
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している職員の人件費は含まれていない。防災対策費には、

当然人件費も含まれることから、この額を把握する必要があ

る。厳密な従事者数を算出することが難しくても、ある仮定

のもとで概算数字だけでも、毎年把握することが重要である。 

 

（２）「大田区総合防災力プログラム」に掲げられている事業の

中には、純粋に防災対策のみを目的とする訳ではなく、他の

目的を兼ねている事業もあると考えられる。 

 

例えば、橋梁の架替整備・耐震補強整備については、経年

劣化によって架け替えるケースとか、通行量を増やすための

幅員拡張のための整備もあると考える。 

逆に狭あい道路拡張整備事業は、この表に含まれていない

が、消防の活動を容易にし、火災の遮断帯になることで、防

災面での貢献があると考える。 

 

全体の適正な防災対策費を考えていくうえには、判断が難

しいところもあるが、もう少し細かな分析が必要と考える。

例えば防災課が協議に応じた事業について、適正な額を防災

対策費に計上していくこと等が考えられる。 

 

（３）また、予算額の中には、毎年経常的に支出される予算と臨

時的な設備配備等に係る予算がある。例えば、「大田区総合

防災力プログラム」の中で、“無線 FAX、テレビ文字情報等の

導入”360,898 千円や“住記情報システムのバックアップ体制

導入”95,930 千円は臨時的な支出であり、“住宅・建築物の

耐震化助成”のような毎年支出される事業の予算管理上性格

が異なる。 

 

予算を適正に管理していくには、このような性格が異なる

事業を各々別に管理していくことも必要と考える。 
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第５．防災計画 

 

１. あらまし 

大田区の防災事業は、各種の計画を基に実施されているが、この計画には

大田区地域防災計画と大田区基本構想を基に作成される諸計画の２種類が

あり、両者は整合性が図られている。 

 

なお、大田区地域防災計画[平成 24 年修正]には、冒頭に大田区総合防災

対策が記載されている。これは東日本大震災の発生を踏まえた対策で、平成

24 年度からの 10 年を実施時期としている。これについても本項で検討を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

大田区基本計

画 
(おおた未来プラン 10

年) 
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２. 大田区地域防災計画 

 

要旨 

地域防災計画は、区役所のみでなく、消防、警察、ライフライン等の大田区

を対象にした防災活動を、網羅的に定めたマニュアル的な計画である。 

 

地域防災計画は、災害対策基本法に基づき、地方公共団体の防災に関し、

当該地方公共団体はもとよりその地域に係る公共機関及び公共機関等の処

理すべき事務又は業務について広く定め、それらの総合的運営を図る地域に

おける総合的な計画である。 

 

（１）設定主体 

災害対策基本法により、地域防災計画は当該地方公共団体の地域防災会

議が設定する。大田区においては、大田区防災会議条例に基づき、区長を

会長とする大田区防災会議が運営されている。委員は、次のとおり 55 名

である。       

 

（平成 25 年７月 16 日現在） 

区分 人数 備考 

区議会議員 2   

指定地方行政機関 4 国道・河川等関係 

陸上自衛隊 1   

東 京 都 5   

警 視 庁 7   

区 2   

教育委員会 1   

東京消防庁 5   

消 防 団 4   

指定公共機関 7 電力・ガス・ＮＴＴ等 

指定地方公共機関 8 医師会・鉄道等 

公共的団体 4 自治会関係等 

その他区長が必要と認めるもの 5 婦人団体連合会等 

計 55   

     

上記のとおり、委員には消防・警察はもとより、東京都や国の出先機

関、電力・ガス・通信会社・鉄道会社・医師会等大田区域の防災に関連
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する諸機関が広く含まれている。 

 

なお、防災会議委員は上記のとおり役職指定が多いという性質上、

女性委員が少なかった。女性の視点を加えるという人権的配慮から“そ

の他区長が必要と認めるもの”として、５名の女性委員が平成 24 年度

に任命されている。（委員数 50 名→55 名） 

 

（２）内容 

大田区地域防災計画[平成 24 年修正]（平成 25 年３月）の体系は次表

のとおりである。（本報告書の主な対象である震災対策部分のみ掲載） 

 

 “提言・指針”は[平成 22 年修正]には無かった部分で、平成 23 年

３月の東日本大震災の発生を受けて加筆された、大田区総合防災力

強化検討委員会からの報告提言と、この報告及び東京都の首都直下

地震の被害想定の見直しに対応した区の総合防災対策の実施方針が

記載されている。 

 

 “総則”は、防災計画の大きな方針、自治体の概況（自然的条件、

社会的条件）、計画の前提となる被害想定等が記載される。また今回

の総則には“防災対策の時系列シュミレーション（災害事象と災害

対応）”が新たに盛り込まれている。 

これは、想定に基づく首都直下地震が発生した場合 

○ 大田区内では、どのような災害事象が起きるのか。 

○ 区民（自助・共助）の災害行動はどのようになるのか。 

○ 区の災害対策各部（公助）はどのように動くのか。 

について、発災直後から時間ごとの時系列でどのように拡大・変化

していくかをシミュレーションし、それとともに予防対策の観点か

ら事前に取り組むことも列挙している。 

 

 “震災予防・応急・復旧計画”部分は今回の修正で、従来の「第２

部震災予防計画」と「第３部震災応急・復旧対策計画」を統合し、

各編ごとに時系列で予防・応急・復旧対策の流れがわかるよう体系

を大幅に見直している。 
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提言・指針 

1 
大田区総合防災力強化検討委員会からの提言 

            - 提言の経緯と目的・・・ - 

2 
大田区総合防災対策の実施方針 

            - 基本方針と実施計画・・・ - 

総  則 

1 
計画の方針 

      - 計画の目的、修正方針、性格・・・ - 

2 
区の地勢 

              - 位置、人口構成・・・ - 

3 
計画の前提条件 

           - 前提とする被害想定・・・ - 

4 

防災対策の時系列シミュレーション 

（災害事象と災害対応） 

  - 発生する災害事象・対応のイメージ・・・ - 

5 
業務継続計画（震災編）等の策定による補完 

-  大田区業務継続計画（震災編）の策定・・・ - 

震災予防・応急・復旧計画 

1 
自助・共助・公助の役割 

      - 自助、共助の取組み概要・・・ - 

2 
地域防災力の向上 

 - 自助、共助、公助による防災力の向上・・・ - 

3 
都市防災力の向上 

           - 災害に強い都市づくり・・・ - 

4 
広報広聴及び情報戦略の構築 

           - 情報連絡体制の整備・・・ - 

5 
避難対策 

   - 避難計画、避難行動、避難所生活・・・ - 

6 
医療救護・保健衛生等対策 

          - 災害時医療体制の整備・・・ - 

7 

受援計画 

（広域連携、ボランティア、支援物資の取り扱いなど） 

              - 協力体制の整備・・・ - 

8 
物資備蓄・調達対策と輸送ネットワークの確保 

    - 水、食料、生活必需品等の確保・・・ - 

9 
災害時要援護者対策 

              - 支援体制の確立・・・ - 

1

0 

帰宅困難者対策 

         - 帰宅困難者の発生抑制・・・ - 

1

1 

津波防災対策 

          - 津波避難体制の整備・・・ - 

1

2 

放射性物質対策 

     - 放射性物質に関する情報提供・・・ - 

1

3 

区民生活の早期再建 

（生活再建、がれき処理、遺体の取扱いなど） 

       - 復旧復興に向けた支援制度・・・ - 

震災復興計画 
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（３）作成方法 

１）作成（修正）時期 

災害対策基本法では、地域防災計画は毎年検討を加え、必要があると

認めるときは、修正しなければならないとされている。大田区では、地

域防災計画の修正は、微修正も含め毎年実施されている。 

 

今回は、平成 23 年３月に発生した東日本大震災の教訓と、東京都防

災会議が平成 24 年４月に発表した首都直下地震の被害想定の見直しを

受け、前回大規模修正で作成された[平成 22 年修正]版を大幅に修正し

たものである。 

 

最近の大規模修正年と、東京都地域防災計画の修正年及び首都直下地

震の被害想定発表との関係を示すと、下表のとおりである。 

なお、平成 19年修正以前は平成 15年に震災編の修正が行われており、

震災編、風水害等編各々別途修正が行われていたが、平成 19 年以降は、

震災のみでなく風水害、大規模事故等を網羅した単一の地域防災計画に

まとめられた。 

 

大田区地域防災計

画大規模修正年 

東京都地域防災計

画修正年 

首都直下地震被害

想定発表年 

平成 19 年 平成 19 年 平成 18 年 

平成 22 年 平成 21 年  － 

平成 24 年 平成 24 年 平成 24 年 

 

大田区地域防災計画は、東京都地域防災計画が修正されるタイミング

で、大規模修正されている。平成 19 年・平成 24 年の東京都地域防災計

画は首都直下地震の被害想定の発表・見直しをフォローして修正されて

おり、平成 22 年は、富士山噴火や大規模事故に対する対策を強化する

火災編・大規模事故編の修正が行われている。 

 

このように、最近の大規模修正は東京都地域防災計画の見直しのタイ

ミングで行われており、これは災害対策基本法で区防災計画は、都防災

計画に抵触するものであってはならないとの規定を遵守するためと判

断される。 
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２）作成の手続き 

[平成 24 年修正]の作成は次の手順で行われた。なお、微修正の年は

前年度の防災会議で行われる修正方針についての審議は省略される。 

 

① 平成 23 年度大田区防災会議 

平成 24 年１月 31 日（火）午後１時～２時 

出席者  委員 50 名(会長含む)のうち、42 名出席 

審議事項  

大田区地域防災計画平成 24 年修正方針（案）について 

 

② 執筆 

防災会議の構成員がそれぞれ担当分野を修正方針に則って執筆し

た。従って、区の施策のみでなく、消防署、警察、東京都、鉄道会社、

通信会社等多様な機関が、作成に係わっている。 

 

③ 平成 24 年度第１回大田区防災会議 

平成 24 年 12 月 11 日（火）午前 11 時～12 時 

出席者  委員 55 名(会長含む)のうち、48 名出席 

審議事項 

「大田区地域防災計画（平成 24 年修正）の素案」について 

区から素案内容の説明および質疑が行われた。（質問 1件） 

 

④ パブリックコメントの実施 

実施期間：平成 24 年 12 月 14 日～25 年１月７日 

件数：59 件 

 

⑤ 平成 24 年度第２回大田区防災会議 

平成 25 年２月 13 日（水）午後３時 30 分～４時 30 分 

出席者  委員 55 名(会長含む)のうち、43 名出席 

審議事項 

「大田区地域防災計画（平成 24 年修正）の案」について 

区から修正案の説明および質疑が行われ、修正が決定された。（質

問 1 件） 

 

大田区地域防災計画（平成 24 年修正）は 601 ページに及ぶ大部な計

画書であるが、防災会議での説明質疑は合計２時間に満たないもので会

議での実質的な討議は行われず、大枠は事務局が事前に調整し、この内

容を会議が承認しているのが実態である。 



 

 
  51 

 

（４）地域防災計画の特徴 

１）大田区全般の網羅性の高い計画 

大田区区域で防災業務を担当している機関は、区役所のみではなく、

消防、警察、東京都や鉄道会社等多岐にわたるが、各防災機関の計画

を網羅しているのが、地域防災計画である。区が防災会議を運営して

いるが、区は地域防災計画の主要部分を担っているにすぎない。  

 

２）行政主体の計画 

上記のとおり、各行政機関、ライフライン運営会社等が委員を出す

防災会議で設定されるので、行政機関等の考えが色濃く反映される計

画である。 
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（５）減災目標について 

要旨 

平成 24 年修正版で、従来設定していた減災目標を削除したのは、適切とは 

いえない。 

 

１）減災目標とは 

減災目標は、地震防災対策特別措置法に基づく地震災害の軽減を図る

ための地震防災対策の実施に関する目標を指す。 

減災目標については、平成 18 年４月 21 日中央防災会議“首都直下地震

の地震防災戦略”に次の記述がある。 

 

大規模地震は、想定される被害が甚大かつ深刻であるため、発生まで

の間に、国、地方公共団体、関係機関、住民等が、様々な対策によって

被害軽減を図ることが肝要である。 

特に切迫性の高い地震については地震発生までの時間が限られてい

ることから、効果的かつ効率的に被害軽減策を講じなければならない。

このため、具体的な被害軽減量を数値目標として定め、それに向けて、

被害要因の分析を通じた効果的な対策を選択し、戦略的に集中して推進

していくことが必要である。 

 

そこで、平成 16 年７月の中央防災会議において、大規模地震について

は、被害想定をもとに人的被害、経済被害の軽減について達成時期を含

めた具体的目標（減災目標）を定めることなどを内容とする「地震防災

戦略」を策定することとした。 

 

地震防災戦略は、減災目標及び具体目標等から構成される。 

・「減災目標」は、被害想定をもとに人的被害や経済被害の軽減につい

て達成時期を定めた具体的な被害軽減量を示す数値目標である。 

・「具体目標」は、「減災目標」の達成に必要となる各事項毎の達成すべ

き数値目標、達成時期、対策の内容等を定めるものである。具体目標は、

被害想定に基づいた人的被害や経済被害の軽減量（減災効果）の根拠と

なる目標と、その他の目標からなる。 

 

減災目標の達成のためには地方公共団体における取り組みが重要であ

ることから、減災目標及び具体目標を踏まえて、今後、地方公共団体に

おいても「地域目標」を策定することを要請する。 
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２）大田区の対応状況 

① 地域防災計画[平成 19 年修正]において、目標期間を 10 年とする減

災目標を定めた。 

 

② 地域防災計画[平成 22 年修正]においては、上記[平成 19 年修正]で

定めた減災目標を踏襲し、以下のコメントが記載されている。 

 

“区は、平成 19 年修正において、目標期間 10 年とする減災目標

を定めたところである。今後も目標達成に向け、区民、都、事業者

と協力して、対策を推進していく。” 

 

③ 地域防災計画[平成 24 年修正]においては、減災目標の項は記載され

ていない。 

防災課に確認したところ、今回の地域防災計画作成に当たっては、

減災目標は設定しなかったとの回答を得た。 

 

３）今回、減災目標を設定しなかった理由 

上記に関する防災課の回答は、次のとおりである。 

 

 東京都地域防災計画（平成 19 年修正）では、“目標 10 年とする減災

目標を都民、区市町村、事業者と協力して、対策を推進していく”こと

が位置付けられております。 

大田区地域防災計画（平成 19 年修正）の減災目標は、この記述に合わ

せて記載されました。この当時、都は、効果測定手法が明らかでない中

で、単純に都の数値を 23 区で按分して、大田区の目標値を設定したと

聞いております。 

 

そのような経緯とこの度の東京都が東京都地域防災計画（平成 24 年

修正）で掲げた新たな減災目標についても、「概念的な目標に止まるこ

とを承知のうえで設定していること」を確認し、「減災目標を設定する

か否かの判断は各区に任せる」、「設定する場合でも都に合わせるか合わ

せないかは各区に任せる」との回答でした。 

 

当初、区としては、都がどのように大田区の地域別の被害想定を設定

しているのか伺い、どのような対策をとって目標を達成するのか、都の

所有する想定データも参照し、区の事情も踏まえ、連携を取って取り組
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んでいく予定でした。 

しかしながら、都は、「大田区へ提供できる被害想定の詳細なデータ

は存在しない。」との回答でした。 

以上のことを踏まえ、区として減災目標の必要性を議論しました。 

その結果、 

①「東日本大震災の教訓と経験から具体的な防災対策・防災対策の強化

が求められ、都の目標を単純に按分して減災目標の設定として本当に減

災につながるのか？ 

 その減災目標に向けて、都がどのような政策手段で目標達成をしよう

としているのかが具体的に示されない限り、大田区が具体的な減災目標

を設定したり、減災目標を達成できたか否かの検証をしたりすることが

できない。」、 

②「東京都が減災に向けた政策手段や被害想定の詳細なデータを、区へ

具体的に提示しなければ、都が設定する減災目標に対応する、大田区と

しての減災目標を設定できず、また東京都と連携した事業展開ができな

い」、 

③「被害想定の詳細なデータがなければ、事業展開後の効果測定ができ

ない」と判断し、設定しませんでした。 

（アンダーラインは、防災課記載） 

 

４）意見 

 

ここがポイント  

減災目標は、達成した場合の効果の正確性を求めるより、目標達成に努力

することが、重要。 

所管部署 地域振興部 防災課 

結果・意見 

【意見４】 

防災課によれば、次のとおりである。 

 

“東京都は東京都地域防災計画（平成 24 年修正）で新たな減災

目標を掲げたが、東京都からは大田区へ提供できる被害想定の詳細

なデータは存在しないとの回答を得、東京都の被害想定の詳細なデ

ータがなければ、事業展開後の効果測定ができないと判断し、大田

区の減災目標は設定しなかった” 

 

減災目標は、防災課が主張するように“概念的な目標に止まる”
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要素はあると考える。震災での倒壊家屋や出火件数は状況により大

きく異なり、特に出火件数は予測が難しいと言われており、その結

果である想定死亡者数も実際とは大いに異なり、対策の効果測定が

難しいことは当然予想される。 

この点は、前記中央防災会議“首都直下地震の地震防災戦略”に

次の記述がある。 

 

“なお、各種対策と被害との関係の定量的把握が困難なものがあ

るが、引き続き関係機関において各種投資と減災効果の把握に関す

る手法の確立に努めるものとする。” 

 

上記のとおり、減災目標を提唱している中央防災会議もその限界

を認めつつ、“地方公共団体においても「地域目標」を策定するこ

とを要請”していると判断する。 

 

従って、大田区の現状を踏まえた分析に立ち、効果測定が充分で

なくても、一定の目標を設定する方が、目標を設定しないより防災

対策の推進に有効であり、東京都との連携もより保たれると判断す

る。 

 

なお、人口 50 万人以上の大型の区、７区のうち減災目標を設定

していないのは、大田区の他、江戸川区だけである。 

 

ここがポイント  

減災目標を取りやめる場合は、関係者への丁寧な説明が必要。 

所管部署 地域振興部 防災課 

結果・意見 

【意見５】 

前記のとおり、大田区地域防災計画[平成 22 年修正]では、 

“区は、平成 19 年修正において、目標期間 10 年とする減災目標を

定めたところである。今後も目標達成に向け、区民、都、事業者と

協力して、対策を推進していく。”  

 

このように、[平成 22 年修正]において、“今後も目標達成に向け、

区民、都、事業者と協力して、対策を推進していく。”と記載しな

がら、目標期間中である[平成 24 年修正]においては、目標設定を

止めたこと及びその理由を開示していない。  
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これは、22 年修正の方針に従って区と協力し対策を推進してき

た区民、都、事業者に対する説明責任を果たしていないと考えられ

る。 

計画途中で、目標を取りやめる際は、目標達成に協力してきた関

係者へ丁寧にその事情を説明する必要がある。 

 

ここがポイント  

減災目標の取りやめは、区の“経営改革推進プラン”の方針と異なってい

る。 

所管部署 地域振興部 防災課 

結果・意見 

【意見６】 

平成 24 年９月作成の“経営改革推進プラン”には、“区では、東

京都が公表した「首都直下地震による東京都の被害想定」を踏まえ

て、減災目標の設定や個別計画を見直すとともに、近年多発する局

所的な集中豪雨等、都市型災害への対策を一層強化します。”との

表現がある。 

 

平成 25年３月発行の地域防災計画[24年修正]で減災目標を設定

しないとした結論は、経営改革推進プランの方針と異なるものにな

っている。 
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地域防災計画[平成 22 修正]減災目標の一部 
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３．大田区基本構想と基本計画 

要旨 

基本計画の各事業は、取組内容の具体的提示が必要。 

 

（１）基本構想 

大田区は、平成 20 年 10 月基本構想を策定した。 

基本構想は、20 年後の大田区のめざすべき将来像を提示し、今後の

大田区のまちづくりの方向性を明らかにした最も基本となる考え方を

示すものである。 

したがって、基本構想は、区民と区政の共通の目標であり、今後の区

政運営の指針となるものである。 

 

基本構想には以下のとおり３つの基本目標が掲げられている。 

 

基本目標１ 生涯を健やかに安心していきいきと暮らせるまち 

基本目標２ まちの魅力と産業が世界に向けて輝く都市 

基本目標３ 地域力と行政の連携がつくる人と地球に優しいまち 

 

更に、基本目標を分野ごとに細分化した個別目標が設定されている。 

 

（２）基本計画 

この基本構想にもとづく具体的な施策を明らかにした 10 か年の基本

計画「おおた未来プラン 10 年」が平成 21 年３月に策定され（平成 24 年

５月修正）、大田区の将来像「地域力が区民の暮らしを支え、未来へ躍

動する国際都市 おおた」の実現に向けた取り組みが進められている。 

 

基本計画が設定している 10 年という計画期間は、前期５年間、後期

５年間に分けて計画化されており、現在は平成 25 年度までの前期の主

な事業を中心に示されている。 

 

後期５年間については、社会・経済状況の変化に対応した改定が見込

まれており、その方向性のみが記述されている。 

 更に基本構想の描く将来像の実現に向けて、基本計画と連携・整合を

図りながら各部局は、個別計画を策定実施していく。 
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（「大田区経営改革推進プラン」イメージ図より一部抜粋） 

 

（３）基本計画の主要な事業 

基本構想の基本目標・個別目標のうち、防災（震災）対策に関連する

目標と、これに対応する基本計画の主要な事業は次表のとおりである。

４つの個別目標に対し、11 の防災事業（次表赤枠表示）が掲げられてい

るが、個別目標 1-2、個別目標 1-3 については、個別目標 3-1 の“災害

時相互支援体制の整備”に纏められており、この重複を除くと９の事業

となる。 

 

９の防災事業のうち、二重枠で囲んである４事業は、その主な取り組

み内容が以下のとおり記載されているが、残りの５事業については、具

体的な内容の記載はない。 
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  61 

 

橋梁の耐震性の向上 

 

 
但し本内容は平成 24 年５月の基本計画修正で、次のように修正さ

れた。 

               

 

 

 

 

防災情報基盤の整備 

 

 

 

 

防災情報基盤の整備 
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災害時相互支援体制の整備 

 

地域防災活動の支援 
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（４）基本計画についての意見 

 

ここがポイント  

掲げられた各事業については、取組内容の具体的提示が必要。 

所管部署 計画財政部 計画財政課 

結果・意見 

【意見７】 

基本計画では、９つの防災事業が掲げられているが、その取組内

容が示されているのは、４つの事業に留まる。 

 

内容が示されていない５つの事業のうち、“建築物の耐震改修促

進”や“区有施設の耐震対策の促進”は、“大田区耐震改修促進計

画”“大田区公共施設整備計画”がその詳細を定めていると判断さ

れるが、その他の“防災まちづくりの推進”“減災意識の向上”“防

災環境の整備”はその示すところが広範で、具体的な事業内容が把

握できない。 

 

基本計画作成時に時間的な制約から具体的な内容が示すことが

できなかったのであれば、平成 24 年の修正版作成時に明確な内容

を示すべきであったと考える。 

 

ここがポイント  

計画期間終了時の目標は、明確に達成度が判断できる表現でなければなら

ない。 

所管部署 計画財政部 計画財政課 

結果・意見 

【意見８】 

取組内容が示されている４つの事業については、各事業につい

て、５年間のスケジュール表が用意されているが、５年経過時の目

標は“橋梁の耐震性の向上”が目標 31 橋（平成 24 年度の修正で

19 橋に減）を除き、明確でないものが目立つ。 

 

“災害時相互支援プランの策定支援”では５年後どのような状態

であれば、目標達成と判断されるか明らかでない。“防災・危機ラ

イブラリーの整備”も５年後の目標達成を判断する基準が明確でな

い。 

 

“橋梁の耐震性の向上”については、５年経過時に目標達成か否
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か、その要因は何であったか等その後の施策展開に当たっての検討

材料が与えられると考えられる。 

ここがポイント   

よりきめ細かなスケジュール表を作成すべきである。 

所管部署 計画財政部 計画財政課 

結果・意見 

【意見９】 

上記意見に関連するが、スケジュール表では５年間を単に→で表

示するだけで、途中の進捗管理が出来るような計画になっていな

い。 

 

“区民安全・安心メールサービスの運用”、“緊急地震速報機器の

導入・運用”“固定系防災無線の更新・運用”は、いずれも設備・

サービスの更新・導入の事業であるが、緊急度や予算措置の状況等

を考慮して、よりきめ細かいスケジュールを計画に盛り込むべきと

考える。 

 

ここがポイント  

既に定着している事業を、特に具体的な目標も掲げず、計画の項目に選定

するのは、不適当。 

所管部署 計画財政部 計画財政課 

結果・意見 

【意見 10】 

“地域防災活動の支援”に掲げられている“防災市民組織への助

成”“市民消火隊への助成”“地域防災訓練などへの支援”は、いず

れも“大田区防災市民組織等に対する防災資器材の助成及び助成金

交付要綱”に基づき実施されているが、この要綱は、昭和 51 年３

月 27 日総防発第 423 号で開始しており、既に事業として恒常的に

実施されている。 

 

計画終了時に具体的な目標も掲げることなく、10 年間を対象と

する基本計画の事業として改めて対象とするのは、不適当と考え

る。 

 

 

 


